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1　はじめに

人の自由移動は、ヨーロッパ耗合の重要な局面である。ヨーロッパ連合

(European Union.以下、 EU)における人の自由移動は、 1958年にその前

身であるヨーロッパ経済共同体(Europa Economic Communities.以下、

EEC)が設立されたときから、その重要な柱であった。すなわち、 EEC

設立条約(Treaty establishing the European Economic Community. 1958年発効。

以下、 EEC条約)の第2条は、共同体の目的として、共同市場の設立およ

び構成国の経済政策の漸進的接近による共同体全体の経済活動の調和した

発展、持続的かつ均衡的な拡大、安定強化、生活水準のいっそう速やかな

向上および構成国の関係の緊密化の促進があげられていたが、続いての第

3条には、次のような規定があったoすなわち、同条には「共同体は、前

項に掲げる目的のため、この条約に定める条件および進度に従い、次のこ

とを行う」と述べた上で、そのうちの1つとして「(C)構成国間の人、役

務および資本の自由移動に対する障害の除去」があげられていたのである。

この人の自由移動に関して、具体的には第3編の第48粂ないし第66条にお

いて、労働者、自営業者および会社経営者、ならびに役務の供給者に関し

て自由移動が考えられていた。このように、そもそもEEC条約では、労

働者および役務の供給者に関してのみ、自由移動の規定がおかれていたの

であるが、 EU条約(Treaty on European Uinon. 1993年発効*J)では、す

べての連合市民(-構成国のEg籍をもつすべての者(第8条))の権利、

すなわち連合市民権のひとつとして規定されることになった。しかしなが

ら、そこで保障されている「領土内を自由に移動しかつ居住する権利」は、

「この条約に規定された制限および条件に従って、かつそれを実行するた
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めにとられた措置によって」もつものであると規定されていることから、

条約およびEUの二次立法が定める条件によって制約を受けるものとされ

ているのである。そして、その条件を定めている重要な規則が、 1990年と

1993年に制定された三つの指令、 「居住に関する理事会指令90/364」 「退

職者に対する居住の権利に関する理事会指令90/365」および「学生に対

する居住の権利に関する理事会指令93/96」である。すなわち、 EU条約

が制定される以前から、自由移動を労働者および役務の供給者のような経

済活動を営む者のみでなく、経済活動に携わらない者にも与えようという

議論はEC内で行われていたのであるが、経済活動を営ない者をひとまと

めに考えることは当時難しく、その者たちを3種類に分類して、それぞれ

に条件を定めて居住の権利を与えることにしたのである*2。これらの諸

指令は制定から10年の年月が経ち、現在、 1999年に委員会が出した「指

令90/364、 90/365、および93/96の履行に関する委員会から理事会お

よびヨーロッパ議会に対する報告書*:t」によると、すべての国において、

権利の実施のために国内法での措置が採られるにいたっている。

さて、これらの指令の制定時において、もっとも争点となったことは、

これら経済活動に携わらない人々に他の構成国における居住の権利を与え

る際に、その昔たちが「十分な資力」を持つということを条件にするか否

かということであった。もともとEEC条約に規定のあった労働者および

役務の供給者に関しては、そのような条件は付けられていない。その昔た

ちは、自分たちの労働の対価として受け入れ国において生活費を得ること

が想定されているから当然である。しかしながら、そうではない者たちが

他の構成国に自由に居住することを認める場合、彼らが受け入れ国の負担

となることが考えられる。すなわち、構成国の中には最低限度の生活がで

きない者に対しては社会扶助を与えるという社会保障制度を持っている国

があり、そのような機会を求めて、よりよい社会保障制度を持つ国に貧し

い人々が殺到することも考えられるわけである。したがって、各構成国の

社会保障制度が異なる現状においては、経済活動を行わない人々に対して
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は「資力の条件」をつけざるを得ないというのが長らく議論を重ね、出さ

れた結論であった。この過程からみてもわかるように、各構成国の社会保

障制度の相違というのは、人の自由移動という局面において、重大な問題

であるといえる。

ところで、近年になって、人の自由移動をより徹底させようという動き

がEU内ででてきている。その動きについては後ほど第三章でみてみるこ

ととするが、ここでも、自由移動の確保に関して、社会保障制度がその課

題のひとつとしてあげられている。そこで、本論文では、現時点でのEU

内の人の自由移動の保障に関して、社会保障制度がいかなる問題点を抱え

ており、そのためにどの様な方向に改革が進められようとしているのかを

探ってみたい。そして、そのことを、筆者が研究しているヨーロッパの経

済耗合、その一つの核となる人の自由移動が、そこにおける人々に与える

影響を考える材料としたいと思う。そのために、以下、次のように考察を

進めていきたいと思う。まず、第二車では、 EEC条約に規定されていた

社会保障に関する条項およびその履行のためにつくられた二次立法を確認

した上で、それらによりどの様な制度がつくられていたのかを考察する。

そして、第三章で、 1990年代以降、問題とされている人の自由移動の新局

面についてそのあらましを知る。その上で、第四章において、人の自由移

動の新たな局面に対して、社会保障制度がどの様に改革されているのか、

あるいは、どの様な問題があるのかを考察する。そして、最後にまとめの

議論を行いたい。

2　社会保障制度の整合化

前節でみたように、 EECの柱の一つとして考えられていた人の自由移

動であるが、各構成国で社会保障の制度が異なることが人々の自由移動の

障害となることは当初から認識されていて、 EEC条約の労働者の自由移

動に関する規定の最後である第51条には、社会保障に関する次のような
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規定が設けられていた。すなわち、

理事会は、委員会の提案に基づき、全会一致で、特に移民労働者およ

びその権利所有者に対し次のことを保証する制度を設けることによ

り、労働者の自由移動を確保するため必要な社会保障上の措置を採択

iE9

(a)給付をうける権利の設定および維持ならびにその給付の算定のた

め、各国の国内法が考慮するすべての期間を合計すること。

(b)構成国の領域に居住する者に対して給付を行うこと。

という規定である。この条項が指示していることは、構成国の社会保障を

調和させることでも、ましてや続-させることでもない。ここで求められ

ていることは、それぞれの構成国の社会保障制度はそのままにしておきな

がらも、労働者が移動をして他田で働くことを選んだ場合でも、そのこと

によってそれまで自国で行っていた社会保障制度に対する拠出が評価され

るようにすること、そして、移住労働者は出身国ではなく、居住国によっ

て給付が行われるようにすることである。これは、一般的に社会保障制度

の「整合化(coordination)」といわれる*4。

この条文を具体化するために、理事会は1971年に、 「共同体内を移動す

る労働者およびその家族構成員への社会保障制度の適用に関する理事会指

令1408/71*r」およびその詳細手続を定めた「理事会規則574/72*B」

を採択した。自営業者等に関しては、 EEC条約上同様の規定はなかった

のであるが、 1981年に、 「共同体内を移動する労働者およびその家族の構

成員への社会保障制度の適用に関する理事会指令1408/71を自営業者お

よびその家族へ拡大する理事会規則1390/81*7」、および、 「理事会規則

574/72を自営業者およびその家族へ拡大する理事会規則3795/81 *8」

を採択し、同様の制度が適用されることになった。こうして、 EEC条約

第3編に示される人々、すなわち、経済活動をする人々、に関する社会保障
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の面からの自由移動の障害除去のための制度が一応整ったのである。その

後、社会保障制度に関しては構成国の国内法の改正が行われることから、

これらの規則も何度も改正されている。しかし、 90年代になってから、単

一市場の完成、人の自由移動のいっそうの充実といった画から、これらの

規則に、実体的な修正が行われつつあるのである.その間題に入る前に、

これらの規則で定められている制度を概観しておきたいと思う。

まず、この規則が適用される人であるが、構成国の法律の管轄下にある

労働者および自営業者で、構成国の国籍を持つものかまたは構成国の領域

に住む無国籍者および難民、ならびにそれらの家族およびその遺族である

(第2条1項)。次に通用される事項であるが、それらは、第4条に列挙され

ており、 (a)疾病および出産手当(b)障害給付(稼働能力の維持または

改善を意図したものを含む) (0老齢給付(d)遺族給付(e)労災・職業

病給付(f)死亡手当(g)失業手当(h)家族給付、の社会保障の分野に

関するすべての立法に適用されるとしている。しかし、第4条4項で、 「こ

の規則は、社会的および医療的な扶助、戦争被害者もしくは戦争の結果生

じた被害のための手当の制度、または公務員およびそのような取り扱いを

される人のための特別の制度には適用しない」こととされている。そして、

第3条では、この幾別における特別の規定にしたがって、構成国の一つの

領土に居住する人は、その国の法律の下で、その国の国民と同じ義務を負

い同じ給付をうけるという、平等な取り扱いの原則がうたわれている0

さて、これらの対象となる人および事項に関して、どの様にして平等な

取り扱いの原則を具体的に適用するのか。それは、次のようである。まず、

この規則が通用されるものは、原則として一つの国の法律にのみ従い(第

13条1項)、居住国と労働をしている国が異なる場合、その者は、原則と

して労働をしている国の法律に従う(第13条2項(a) (b))。そして、あ

る国の法律が、保険、雇用、または居住の期間の満了を条件として、給付

に対する権利の取得、保持、回iB:を行うことを定めている場合、その国の

担当機関は、必要な限度において、他の構成国の法律の下で行われた保険、
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雇用または居住の期間を、自国の法律の下で行われた期間であるというよ

うにみなす(第18条1項等)ことになるのである。

EEC条約が規定して、規則1408/71が具体化しているこのようなやり

方は、先にも述べたように、社会保障制度の「整合化」と呼ばれる。すな

わち、構成国の社会保障制度は一様ではなく、それらを「調和化

(harmonization)」することは現実的ではない。したがって、 EUは社会保

障制度をどの様なものにするかは、各構成国の権限として残しながら、他

の構成国へと移動する労働者がそのために社会保障の面で不利益を被らな

いように、具体的にはこのように規則1408/71および574/72で、他国

での保険期間や居住期間を、現在労働をしている国における保険期間や居

住期間と同じように見なすというように整合化することを行っているので

ある。コ-ネリッセンは、これを、移住労働者とその家族に関しての「領

域主義」の修正であると説明している*9。このしくみは今まで比較的う

まく機能してきたといわれている。しかし、 90年代になってから、少なく

ない点において問題点が指摘され、今まさに、改革の途中にある。まずは、

その改革を必要としている主な原因である、人の自由移動に関して、 90年

代になってどの様な変化があったのかを確認しておきたい。

3　人の自由移動の新たな局面

経済的な国家統合を目指して1958年に発足したEECは、、 1970年代にな

って、経済状況が悪くなり統合への勢いが失われていたのであるが、 1980

年代には再び耗合へ前向きな姿勢を取り戻していた。そこで、 1984年6月

のフォンテンブロー・サミットでは、 1992年までに単一の大規模な市場を

達成するための行動をとることを決定し、それをうけて翌1985年に委員

会はいわゆる「域内市場白書*10」を出し、城内国境の廃止のための包括

的なプログラムを提案した。すなわち、委員会は、関税同盟という段階を

達成した次の目標として、単一市場を「完成させる」ための国境審査の廃
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止に関する包括的な措置をとることが必要であると考えたのである。そし

て、 1986年に採択され翌87年に発効した「単一欧州議定書」で、国境審

査の廃止を1992年12月31日までに達成するという目標がうたわれたので

ある。そして、城内市場白書で提案された措置はほほ完全に実施され、

ECは次の段階として、 1992年に採択され翌93年に発効したEU条約で政

治連合および経済通貨連合[以下、 EMU (Economic and Monetary Union)

と表す]への道を一歩踏み出すことになる。そして、 EMUとしての性格

は、 1997年から耗一通貨ユーロの導入のための措置が本格的にとられるよ

うになると、益々強くなっていったのである。

そのように、 EMUとしての発展が進むにつれ、委員会は、再び単一市

場のよりいっそうの完成について考えるようになった1996年には、 「単

一市場の影響と効果に関する報告書」を提出して、さらに翌97年には同

報告書に基づいた「単一市場行動計画*‖」を打ち出した。同行動計画は、

単一市場が単なる経済的な構築物ではなく、そこに生きる人々にとってよ

り良い生活を与えるものであるべきでり、そのためには、人々に与えられ

ている権利がより効率的に行使されるようにしなければならないと述べて

いる。つまり、国境審査をなくした城内市場の完成の次の段階として、実

際的に国境を越えた活動が盛んに行われる単一市場を作り出すための具体

的な措置を提案していると言えるであろう。この、 「単一市場行動計画」

は、 1996年6月のアムステルダム・ヨーロッパ理事会においてその実行を

推奨されたのであるが、同ヨーロッパ理事会では、 EU条約の改正である

アムステルダム条約も採択された。その中には、域内国境の審査の廃止、

構成国の領域内を自由に移動および居住する権利等の、人の自由移動をよ

り容易に達成できる規定が導入されている。

そのように、続合が脳調に進んでいく反面、肝心の単-市場の柱の一つ

である人の自由移動は、それほど活発に行われていないという事実があっ

た。委員会が後にみる1997年の「労働者の自由移動行動計画」の中で示

すには、 「現在は約500万人のヨーロッパ市民が他の構成国に住んでおり、
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労働人口の2パーセント以下の者が移住をしている。年間ベースでみれば、

人口の0.2パーセントに過ぎない」という状況であったのである。このよ

うな状況を認識していた委員会は、 1996年1月24日に、人の自由移動の分

野でおこっている問題を明らかにして、それらの評価および解決策の提示

を行うことを、専門家からなる「人の自由移動に関するハイレベルパネル」

に対して要求したのである。

(1)人の自由移動に関するハイレベルパネルの最終報告書(1997年3月)

同パネルは、 97年3月18日に「人の自由移動に関するハイレベルパネル

の報告書*12」を提出した。パネルの任務は、 EU内の他の構成国に定住

しているまたは定住しようとしている市民が,いまだに直面している法的、

実務的および行政的な問題を特定し、委員会のために解決策を示した報告

書を作成することであった。そして、その報告書は、 EU内における人の

自由移動に関する一般的なアプローチの仕方の分析、この報告書における

問題点の分析の方法について述べた後、具体的な問題に踏み込んで、それ

ぞれに検討を加えている。その結果、最終的に80もの勧告がだされてい

るのであるが、その中で主なものとしてあげられているのは、次のような

課題である。

1.連合内を移動する人に対する/関する情報が改善されなくてはなら

ない。

2. 3ケ月以上1年以内の期間で他の構成国に居住するEU市民に、新た

に1年間の居住証が導入されるべきである。

3.自由移動の権利はヨーロッパ市民権の新たな概念に見合うように変

えられるべきである。

4.他の構成国における雇用へのアクセスが容易にされなくてはならな

い。

5.公的部門における雇用が開放されなくてはならない。
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6.社会的な権利、とりわけ年金に関する雁利車ゞ近代化されなくてはな

らない。

7.家族の権利が社会の変化を反映して修正されるべきである。

8.自由移動と文化的な交流を容易にするために言語訓練がより強調さ

れる必要がある。

9.税金の取り扱いにおける一層の平等が達成されなくてはならないo

10.構成国の移民政策に関わらず、合法的な第三国居住者の状況が改善

されなくてはならない

ll.個人の権利が保障されることが重要である。

12.人の自由移動は単一のコミッショナーの下で処理されるべきであ

る。

以上の12の課題が主な勧告として出されているのであ畠Oこれを見る限

り、人の自由移動を妨げている問題はまだまだ少なくなく、いろいろな面

からの改善が必要とされているのがわかるのであるが、社会保障の問題も

それらの中に含まれているのである。すなわち、 6番目にあげられている

社会的な権利に関して述べているところを詳しくみてみると、報告書第3

章「社会的な権利と家族の地位」において、次のようなことが書かれてい

る。労働者の自由移動のための構成国の社会保障制度を調整するしくみ

(理事会規則1408/71)はうまく作用してきたが、これは、 70年代の主た

る社会保障の形態が拠出性の時代に作られた規定であり、現在新しい社会

保障給付の形態を構成国が考え始めているという状況には追いついていく

ことができない面もでている。特に、現在の規則で対応できない問題とし

て、 1.国内法の違いによって生じる問題、 2.法定ではない補足的な社会

保障制度、特に年金制度に関する調整を全く欠いていることから生じる問

題、をあげている。さらに、各論的に、理事会規則1408/71が対象とし

ている社会保障の問題と同規則の第4条4項で適用対象外とされている社

会扶助の問題に分けて、前者の問題として、 1.理事会規則1408/71によ
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ってカバーされる人に関する問題点、 2.理事会規則1408/71によってカ

バーされる事項に関する問題点、 3.共同体の規則によって保護が十分に

与えられない場合の問題点、 4.理事会における全会一致の採決方式の問

題性、 5.透明性および明確性の欠如、 6.税金の調整の欠如、をあげ、後

者の問題としては、 1.社会扶助給付とそれ以外の社会保障給付の区別の

困難性、 2.社会扶助給付を国外でほうけられないという問題、 3.ある種

の混合型の非拠出制の給付を国外でうけられないという問題、をあげてい

る。

このパネルの報告書に対して、委員会は、 1998年7月に「人の自由移動

に関するハイレベルパネルの勧告のフォローアップについての通知詛13」

をだして、その中で、委員会が同報告書を高く評価し、パネルの勧告の多

くの部分を、 1997年6月の「単一市場行動計画」および1997年11月の

「労働者の自由移動行動計画」に組み入れたこことを述べている。それで

は、次に、 「労働者の自由移動行動計画」の内容を考察してみよう。

(2)労働者の自由移動行動計画1997年11月)

1997年の11月に委員会は、 「労働者の自由移動行動計画*】4」という通

知をだした。これは、ヨーロッパ連合内を移動する労働者が直面している

残された実際的な問題を解決するための委員会の戦略を示したものであ

る。

その内容としては、まず、なぜ今自由移動が問題となるのかについての

鼠明がされている。すなわち、現在は、 EUの中での労働者の移動は少な

い。しかしながら、近い将来の展望として、 EMUの導入により単一市場

が強化されることなり、価格の安定および経済成長の見通しを強化するこ

とになるであろう。また、アムステルダム条約で裏書きされた「単一市場

行動計画」の遂行が、一層の労働者の自由移動を強化することも予想され

る。そのようなヨーロッパ市場を視野に入れれば、雇用者にとって他国か

らの労働者への需要は増すと考えられる。しかしながら、束だ、労働者の
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移動に対する障害があるので、これらの残りの障害を取り除くことが重要

になってくる、そのように自由移動の展望と問題点を述べている。

その上で、それらの残された実際的な問題を解決するための戦略を行動

計画として示しているのであるが、その要点のみを提示すると以下のよう

である。まず、行動計画は5つのアプローチからなり、それらは、 1.規

則を改善し採択すること、 2.労働市場をより透明なものにすること、 3.

責任および協力を発展させること、 4.自由移動の権利の知識および認識

のしやすさを改善すること、 5.改良的なプロジェクトを開発すること、

である。そして、 1の部分でいわれている規則の改善および採択であるが、

具体的に考えられている事項として、居住の権利、家族の統合、社会的お

よび税的な利益における平等な取り扱い、労働者の家族の平等な取り扱い

および社会的な耗合、フロンティア・ワーカー、社会保障制度の整合化に

関する規則の改良および簡素化(規則1408/71の修正)、第三国国民の社

会保障の整合化のための制度への包摂、補足的な年金、教育および訓練と

いった事項である。先にみたハイレベルパネルで勧告されたもののうちの

いくつかについての法的な取り組みをしようと提案が行われているわけで

あるが、ここにきて、社会保障に関することへの比重は高まっているよう

に思える。すなわち、人の自由移動に関する残された問題のうち、社会保

障に関することについては、すぐさま規則の改善または採択といった即効

的な措置をとるという方針を打ち出しているといえる。

(3)理事会規則1408/71の全面改正提案(1998年12月)

このような流れの中で、委員会は、このうちの社会保障制度の整合化に

関する規則の改良および簡素化について、 1998年の終わり以前に規則

1408/71を改良かつ簡素化する提案を提出すると述べている。そして、

その提案は「社会保障制度の調整に関する理事会規則提案*15」として、

1998年の12月に提出された。その規則の内容の特散は次のような点にあ

る。
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まず第-に、条文が簡素化され、以前の3分の2に短縮されたことがあ

げられる。主な変更点としては、現在の規則が「労働者または自営業者」

が適用対象であったのに対して、 「すべての人」に適用されるものとなっ

た。すなわち、学生および第三国国民も含まれるようになったこと。そし

て、古典的な社会保障の他に早期退職年金給付という新しい型の給付も含

まれることになったこと。さらに、失業保険の期間が3ケ月から6ケ月に

なったことおよび、失業者は現金での給付以外の給付も受給できることが

あげられる。

さて、この全面改正案の内容は、それまでの各分野での個別の動きの集

大成とも言えるものであるので、次章でそれぞれに関して詳しく考察する

として、ここで、簡単に本章のまとめをしておく。構成国間の国境審査と

いう障害が一通り取り除かれた域内市場が完成し、その次の段階として、

EMUの導入などによっていっそう単一市場が強化され、その関係で益々

人の自由移動が活発に行われることが望まれるようになった。しかし、実

際は未だ障害となる要因が残され、実際には自由移動の権利を行使してい

る者の割合はわずかである。そこで、残された課題について取り組む段階

となったのであるが、その中で、社会保障の問題は重要な問題なのである。

各国で社会保障制度が異なることから、 「調和化」は目指さないで「整合

化」を行うこととしたEEC条約第51条を基礎に制定された理事会規則

1408/71および同574/72のしくみは比較的うまく働いてきたのである

が、それでも、問題が生じてきているのである。

4　社会保障制度の対応

前章の分析から、自由移動の新たな局面によって社会保障制度の整合化

のいっそうの充実が求められるようになったことがわかる。そして、その

結果、 1998年末の規則1408/71の全面的な修正提案が委員会から提出さ

れることになったのであるが、その中で、社会保障制度の整合化のいっそ
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うの充実には、人の範囲を広げるという方向の動きと、対象となる社会保

障制度の範囲を広げるという方向の動きがあることがわかる。そして、そ

れぞれの動きは、人の自由移動の新たな局面という共通した背景によって

生まれてきていると同時に、個別の原因も絡んできているのではないかと

思われる。そこで、本章では、各々の動きをひとつずつ取り上げ、その詳

しい背景を探り、さらに、それに対してEUがどの様な対応をしているの

かを考察したいと思う。

(1)人的範囲の拡大

(a)学生への拡大

委員会が規則1408/71がカバーする人の範囲を、労働者および自営業

普(ならびにその家族、以後家族については言及しない)以外にも広げよ

うと試みたのは、 1992年が始まりであった。同年に委員会は、規則

1408/71および規則574/72が構成国の社会保障立法により規制される

「人」一般をカバーするように修正を提案した*1B　提案理由として、委員

会は、域内市場における社会的な次元、および「人々のヨーロッパ

(People's Europe)」の文脈から、この措置が必要とされることをあげてい

る。すなわち、 1987年のヨーロッパ単一議定書が第8a条で人の自由移動

が保障される城内国境のない地域からなる域内市場の確立を掲げているこ

とである。また、 1990年に、居住に関する三つの指令が出されて、居住の

権利が一般化されたことも述べている。さらに、 「労働者の基本的権利に

関する共同体憲章」が、社会的な保護に対する権利を強調することにより

一般的な人の自由移動と`いう原則を強化したとも説明している。

さて、その新たなカテゴリーのうちすでに規則1408/71でカバーされ

ていた労働者および自営業者以外の人というのは、学生、労働をしたこと

がない人、そして労働者ではあるが規則1408/71では除外されていた公

務員である。まずは、学生に関して取り上げていく。

この提案の内容としては、これまでカバーされていた労働者および自営
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業者に関しては何も変化を与えず、それらの人に保障されていた制度を新

たなカテゴリーの人々にも保障しようとするものであるが、学生に関して

だけは、その地位が変化しやすく居住という概念をあてはめることは稚し

いので、準拠法を定めないという例外的な体制を考え出している。この委

員会の提案に対して、経済社会委員会は2月26日に承認する決議を出し*J7、

議会は、 3月13日に承認を行った*18

委員会が提案を出した時点では、学生も含めようという動機は、上で述

べたように、 EC内の人の自由移動が経済的な要素を排除して、一般的な

ものへと変化していったという過程を反映していると思われるが、その後、

より積極的に学生の自由移動を考えるべき要因が全面に出されてきたよう

に思われる。すなわちEU条約は、第126条に教育、第127条に職業訓練

といった新たな条項を加え、それらに対する共同体の管轄権を創設したが、

96年10月に委員会は、グリーンペーパー「教育一訓練一研究　国境を越

えた移動の障害*19」を出している。この中では、学生や訓練生が社会保

障制度の整合化の対象となっていないことが問題点の一つとして指摘さ

れ、 1992年の委員会提案を迅速に採択するようにと促している。ところで、

このグリーンペーパーは、教育、訓練および研究の面での移動性を確保す

ることの利点として、次のような点を挙げている。まず、ヨーロッパの他

の社会や文化を理解したり、他の社会と会話したりすることが可能となる

こと。また、多様性を理解するために必要な言語の習得といった面での個

人的な技量を向上させたりすること。そして、教育、訓練および研究一特

にテクノロジーのような技術革新的な分野において-の質を向上させ、専

門的な技術を移転するドアを開くこと。さらに、共同体全体の規模での雇

用および仕事の創設へ道を開くことO掛買的な面からみれば、テクノロジ

ー、組織および生産といった最も重要な技術革新的な経験の形成を促進す

るという意味で、移動性の確保は競争力強化のための必要不可欠な局面で

ある、といったことが説明されている。

すなわち、学生の自由移動は、経済活動を必ずしも要件とはしない人-
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椴の自由移動の試みの結果ということの他に、労働者の自由移動を促進さ

せるためには、その前段階である学生の自由移動が非常に重要であるとい

うことが認識されるようになった結果でもあるのである。そして、この場

合、労働者とは、特に専門的な技術を持ったものが想定されているようで

ある。このような意味で、学生の自由移動は域内市場にとって重要性を帯

びてくるようになり、学生に関しても社会保障制度の整合化が行われるこ

とが望まれるようにもならたのである。

そして、 1992年の提案が理事会で採択されなし,'ぅちに、前述したよう

に1998年に委員会は規則1408/71の全面的な修正提案を行い、そこにお

いて、構成国の社会保障制度にカバーされている人全般に対象範囲を広げ

ることにしたのであった。しかし、理事会は、 1999年2月に、 1992年の委

員会提案の中から、学生のみをとりだした理事会指令を採択したのであ

る*20　そして、それより半年ほど前に同じようにして理事会が採択した

のが公務員に関する指令であった。

(b)公務員への拡大_

さて、公務員に関しては、労働者でありながら、理事会指令1408/71

の第4粂4項によって社会保障制度の整合化の適用範囲からはずされてい

た。すなわち、第4条4項は、 「この規則は、社会的および医療的な扶助、

戦争被害者もしくは戦争の結果生じた被害のための手当の制度、または公

務員およびそのような取り扱いをされる人のための特別の制度には適用し

ない」と定めている。`しかしながら、委員会は、公務員に関しても、前述

の1992年の修正案で、規則の適用範囲に含めようと提案していた。そし

て、前述のように、 92年に経済社会委員会および議会の承認を経たのであ

るが、公務員に関しては、理事会がこの提案を採択しないうちに,ヨーロ

ッパ裁判所が、この公務員に対する空白状態を認めないとする判決を出す

ことになった*2I　問題の判決は、 EU条約177条の先行手続によって、ギ

リシャの会計監査裁判所(Elengtiko Sinedrio/Court of Auditors)から出され
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た問題に関するものであった。では、その事件とはどの様なものであった

のであろうか。

ギ7)シャ人であるポギオカ`ス(Vougioukas)は、公的法人である社会保

障機関イドリマ・コイノニコ・アス77リセオン(IdrimaKoinonikou

Asphalisseon.以下、 IKA)の職員で、医師であったIKAの医師は、年

金に関しては特別法によって定められていたが、その法律によれば、特に

別の定めがない場合は、公務員に関する規定が類推通用されることになっ.

ていた。ポギオカスは、 1964年から1969年の間に、ドイツの公的な病院

で医師として働いていたことがあるのであるが、彼は、 IKAの職員年金

部長に年金の受給を申請する際に、その間の期間も年金の支払いの考慮の

対象とすることを認めてほしいと願い出た。しかし、部長は彼の申請を却

下し、さらに担当の委員会もその決定を支持した。そこで、ポギオカスは、

その決定を会計監査裁判所で争うこととし、同裁判所が、審理の途中でヨ

ーロッパ敦判所に対して次の≡点について先行判決を求めたのである0

第-の質問は理事会規則1408/71の第4条4項に定められている「公務

員」の意味を問うものである。すなわち、 「IKAの職員医師は、職歴中に、

時々IKAの医療の役務に就いたりそれを指示したりすることもあれば、

また、第一および第二の医療委員会の手続に参加して、 IKAの目的およ

び機能に関する決定をすることもあるのであるが、 (a)彼らは、理事会規

則1408/71の第4条4項の意味における「公務員」と見なされるか、すな

わち、彼らは公的な権力を行使するのか、そして、 (b)彼らが「公務員」

と見なされるためには、彼らがそのような地位を占める可能性を持ってい

るというだけでよいのか、それとも彼らは実際にそのような地位に一皮で

も実際についていなければならないのか」ということである。そして、第

二の質問は、同条の「特別の」社会保障制度についての問いである。それ

は、 「彼らがそのような地位を占めると否とに関わらず、彼らの年金の制

度が公務員および軍人に適用される年金の規定に主に関係しているという

ことをもって、彼らの年金制度は、規則1408/71の第4条4項の意味にお



社会文化研究, 25 (1999) 61

ける公務員に対する「特別の」社会保障制度と見なして良いのか」、それ

とも「特別の」という言葉は規則に含まれている基本的な原則より不利で

ない他の要素または調整を含んでいることが必要なのか、ということにつ

いてである。さらに、第三の質問は、理事会規則1408/71の第4条4項と

EU条約51条との関係を問うものであり、同規則が、公務員に対しては催

の構成国の法の下で、公務員として働いた場合に、その期間を年金の計算

の際に考慮しないような特別の規則を認めていることは、 EU条約の第51

条に違反していると考えられるのか、ということである。

これらの問いに対してヨーロッパ裁判所の判決は次のようであった。第

一の質問に関しては、理事会規則1408/71の第4条4項に規定されている

「公務員」とは、 EU条約第48条4項でカバーされる公務員、すなわち、そ

れはヨーロッパ裁判所の判例法によれば公権力の行使に携わる者というこ

とになるのであるが、そのような者だけではなく、公共の機関によって雇

用されている公務員およびそのように扱われる人々すべてのことをいうの

であるという判断をした。そして、第二の質問に関しては、 「特別」と見

なされるためには、当該の社会保障制度が構成国における雇用者に適用さ

れる一般的な社会保障制度とは異なり、かつ、すべてのまたは一部の種類

の公務員がその制度に直接従うことになっているか、もしくは、当該制度

がすでに構成国で有効である公務員の社会保障制度に言及していることで

十分であると判断をした。そして、第三の質問に関しては、理事会規刺

1408/71が制定された時には、公務員の社会保障制度に関する国内の制

度の大きな違いが存在していたので、共同体の立法者がそれらを乗り越え

られない困錐と見なして、同規則の範囲から除外したことは正当化された

であろうが、そのような技術的な困稚性が存在するからといって公務員の

特別な制度を無期限に調整しないでおくことは、 EU条約第51条によって

理事会に与えられた任務に照らすと、正当化されないと述べた。その上で、

EU条約第48粂ないし第51条の直接適用によって、原告がドイツの公立病

院で働いた期間を計算に加えることを認めたのであるO　このように、裁判
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所が理事会指令第4条4項を無効であるというかわりに、 EU条約第51粂

のみに基づいて社会保障制度の調整の効力を認めたことに関して、マシュ

ー・モーレは、社会保障の分野における共同体の権限は限られていること

を考えるとむしろ大胆なやり方であるが、難しい問題に対する疑いなく実

際的な解決策であると評している。また、原告はギリシャ政府に対して訴

えを起こしているギリシャ人であるということは、ここでの問題は、本来

第48条の文脈で想定されていた(国籍による)差別ではなく、国内手続

における規則が、共同体の労働者が自由移動の権利を行使するのをためら

わせるように作用しうるということである。すなわち、 El籍による差別と

いう問題から、移動の自由の確保というEU条約の基本的な原則の問題で

あり、自由移動の権利を行使した者と行使しない者の間の差別ということ

になっていることを指摘している*22

この判決において非難された理事会は、 98年7月に1992年の委員会の修

正提案の公務員に関する部分についてのみ採択を行った*2㌔

ところで、公務員に関する判決の解釈の仕方で一つだけ注意しておくべ

き事があると思われる。まず、委員会の提案では、ここで通用範囲に入れ

ようとしている「公務員」というのは、 EU条約の第48条4項に関してヨ

ーロッパ裁判所が出している判例を考慮に入れて、すべての公務員である

が、公権力を行使する人は除くものであるという説明がされていた。しか

しながら、上記の判決によると理事会指令1408/71第4条4項に定められ

ていた公務員というのはEU条約第48条4項に定められている公務員とは

異なり、公共の機関によって雇用されている公務員すべてのことをいうの

であるという判断がされている。すなわち、公権力の行使に携わっている

かどうかを問わないという見解が出されているので、新たに、理事会指令

1408/71の体制に加えられた公務員というのも、公権力の行使の有無を

問わず、すべての公務員と考えればよいであろうと思われる。
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(C)第三国国民への拡大

委員会は1997年11月に理事会規則1408/71を修正して第三国国民にも

適用するものとする提案を行った*2A　この提案の背景は以下のようであ

る。すなわち、第-に、この提案は、委員会の以前からの主張である、合

法的に滞在している第三国国民の法的な地位を改善するという目的で出さ

れたものであり、長期的な第三国居住者は長期滞在者として認められ、居

住国でも他の構成国でも特別の権利を享有するべきであるという趣旨によ

っている。また、第三国国民-の平等な取り扱いの原則は、共同体内での

人種差別および排外主義防止のための戦略の一部でもあり、 1997年の「ヨ

ーロッパ反人種差別年」においても第三国の国民に平等な権利をあたえる

ことが要求されており、社会立法、とりわけ規則1408/71は問題の中心

となっている。このように第三国国民に関しての問題が生じている中、同

年7月には「第三国国民の入国許可についての規則に関する条約草案」を

提出したのと同じく、今回の指令提案も第三国国民に関してとろうとして

いる措置の一貫でもある。

第二に、現在、社会保障の面における第三国の国民の地位は、実は多様

であり、例えば、無国籍者および稚民は理事会規則1408/71によってカ

バーされているし、共同体との間に社会保障に関して条約を結んでいる第

三国の国民(トルコ、モロッコ、チュニジア、アルジェー)7)もあれば、

-又は多数の構成Elとの間で二国間条約を結んでいる第三国の国民もい

る。このように、複雑な法的状況は第三国国民にとって好ましくないだけ

ではなく、構成国の社会保障機関に対して困錐を生じさせていることから、

事務作業を筒略化するためにも理事会規則1408/71によってカバーされ

ていない第三国国民に通用する規則を調整する必要があるのである。

さらに第三に、第三国国民に対する社会保障問題に関して、重要な判決

が、ヨーロッパ審議会(Council of Europe)のヨーロッパ人権裁判所から

出されたことも無視できない要因であった。その判決とは、 1996年9月16

日に出された、 「ガイグズス対オーストリア(Gaygusuzv Austoria)*2;)」事
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件であり、その内容は次のようなものであった1950年生まれのトルコ人

ガイグズスは、 1973年から1987年まで上部オーストリアのホ-シングに

住んでおり、その間、 1984年までは働いていたが、倖康上の理由で仕事を

辞めることになった。彼は、 1986年7月1日から1987年3月15日まで失業

手当の形態で、前払い/退職年金を受給していたが、その受給資格が終わ

った1987年7月6日に、リンツ雇用事務所に緊急時助の形態での年金の前

払いを申請した。しかしながら1987年7月8E]、同事務所はガイグズスが

オーストリア国籍ではないという理由で、申請を認めなかった。すなわち、

1977年失業保険法の第33部(2) (a)によれば、緊急扶助を受けるための

要件の一つとして、オーストリア国籍を持っていることが必要とされてい

たのである。彼の訴えは、その後、上部オーストリア地域雇用機関、憲法

裁判所、行政裁判所のいずれにおいても認められず、ヨーロッパ人権委員

会を経て、ヨーロッパ人権裁判所へと提訴がされたものである。判決の中

で、ヨーロッパ人権裁判所は、オーストリア政府のヨーロッパ人権条約第

14条および同第1議定書第1条違反を認定した。すなわち、ヨーロッパ人

権条約第14条は差別禁止原則について書かれており、 「この条約に定める

権利および自由の享受は、 - ・国民的- ・出身・ ・ ・または他の地位

等によるいかなる差別もなく保障される」と規定しているのであるが、こ

の条文はそれ自体として独立に存在するのではなく、他の規定によって保

障されている「権利および自由の享受」に関係して差別が行われる場合に

のみ効力を発揮する。そこで、他の条文の違反があるかどうかが問題とな

るのであるが、本件で問題となったのは、第1議定書第1条であり、そこ

には、 「すべての自然人または法人は、その財産を平和的に享有する権利

を有する。何人も、公益のために、かつ、法律および国際法の一般原則で

定める条件に従う場合を除くほか、その財産を奪われない。　　」と財

産権の保障が規定されている。同裁判所は、本件の場合の緊急扶助に対す

る権利を、第1議定書第1条の目的における「金銭上の権利」であると認

め、原告が第14条でカバーされる理由の一つである国籍によって緊急扶
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助を受けられなかったことから、第1議定書第1条違反と同時に第14条違

反も成立すると判断を下したのであった。

さて、このような背景があり、委員会は理事会規則1408/71を第三国

国民にも適用範囲を拡大する修正案を出したのであるが、その方法は、第

1条、第2条、および第22条aに規定されている人的範囲を「-またはそ

れ以上の構成国の立法に規制されているまたはされてきた雇用者および自

営業者(第2a条)」のように、国籍を問わない言い回しをした規定にして、

第95C条に暫定的な規定をおくものであった。

この委員会の修正案に対して、議会の雇用および社会問題委員会は

1998年9月7日に委員会提案を肯定的に評価する報告書*26を出し、 1998年

10月6日の議会の本会議で委員会提案を承認する決議*27を採択した。

さて、上述のヨーロッパ人権裁判所の判決に関しては、委員会もこの重

要性を意識しており、 EU連合が、基本的権利の尊重、とりわけヨーロッ

パ人権条約に規定されている基本的権利の尊重を行う文脈において特に重

要であると述べているのであるが、同判決の論理には疑問の声も寄せられ

ている。すなわち、同判決は、緊急扶助に対する権利を、受給者の払った

分担金と関連性を持つものであるから、ヨーロッパ人権条約第1議定書第

I条によって保障される金銭的な権利であると結論づけたのであった。し

かし、ベルシュエーレンによると、受給と分担金の支払いの関連性の有無

およびその程度は構成国によって異なるし、規則1408/71の適用の条件

というのは、分担金の支払叫こ関わりなく、当該人が労働者または自営業

者として社会保障の適用対象となっていることであるので、判決のような

論理付けは杜しいと言っている。もっとも彼は、同判決が、社会保障に対

する権利が、税金や分担金の支払いとは関係なく、金銭的な性質を持つと

いうことだけで財産権であると判断したのだと解釈するべきであるのな

ら、規則1408/71から生じる社会保障に対する権利は第1議定書第1条に

おける財産権の概念にあてはまるだろうと述べているのであるが、結局は

その論理よりも、第三国国民の排除を共同体の一般的な原則である平等の
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原則に照らして考えるべきであると結論づけている*28

前述したように1998年の委員会の全面的改正案においては、人的範囲

は構成国の社会保障制度にカバーされている人という規定になり、第三国

国民も含まれることになったが、学生の場合と異なり、理事会は1997年

の提案を採択することはしていない。

(2)社会保障制度の種類

社会保障制度の種類についての議論は、二つの流れがある。一つは既存

の1408/71の枠組みの中での種類の拡大である。すなわちJ同規則第4条

に列挙されていた、 (a)疾病および出産手当(b)障害者給付(稼働能力

の維持または改善を意図したものを含む) (0老齢給付(d)遺族給付(e)

労災給付(f)死亡手当(冒)失業手当(h)家族給付、以外の社会保障の

給付を対象に含めるということである。そして、もう一つは、より根本的

な問題であるのだが、 1408/71の枠外での新たな社会保障に関する問題

である。同規則は、上述の第4条で、これらの「社会保障の分野に関する

すべての立法に通用」されると書かれており、法定の社会保障給付のみを

対象としている。しかし、法定の社会保障給付ではない種類のものに関し

て、年金の分野で議論が生じてきたのである。本節では、まず、第-の種

類のものとしての早期退職年金、次に、それと関係のある失業手当の期限

の延長の問題を取り上げ、最後に第二の種類のものとしての補足的な年金

についての分析をしていきたいと思う。

(a)早期退職年金(pre-retirement pension)

委員会は1980年6月18日に、早期退職年金を理事会規則1408/71の枠

組みの中に取り込み、また、他国における失業手当の受給期間を延長する

ための提案*2gを出していた。これらは、 70年代に経験した雇用状況の変

化に対応して求められた措置である。早期退職年金とは、 80年現在、ベル

ギー、デンマーク、フランス、ルクセンプルグ、オランダおよびイギリス
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で導入されているものであり、通常の定年まで、または早期もしくは通常

の老齢給付をうける権利を得るのに要求される年まで支払われるものであ

る。この早期退職年金を一定の人々に支払い、彼らが労働市場に戻ってく

るのを防ぐことによって、利用可能な職を増やし、雇用を促進することが

できるというわけである。

この委員会の提案に対して、議会では11月10日に社会問題および雇用

委員会から報告書*:i(Iが出され、それをもとに12月18日に本会議での議

論*:siが行われ、 19Hに決議が出された*.'12。同報告書は、早期退職年金お

よび失業手当の受給期間の延長どちらに関しても委員会の提案を支持する

ものであったが、本会議の議論では早期退職年金に関して反対の意見がみ

られたOデンマーク出身のト-プ・ニールセン(ToveNielsen)は、デン

マークでは、二、三年前に早期退職年金を導入したが、これは労働者と経

営者の間での取り決めという方法で行われるものであり、国は経営者に対

して、単に年金がもらえるからと移動する人々への金銭的な援助を強制的

にさせることはできないと述べている*33　また、同じくデンマークのス

クープマンド(Skovmand)は、委員会提案自体に反対の意見を表明して

いたが、その理由は、この指令が、 EC条約が規定していない社会政策の

調和の導入へとつながると思われるし、また、社会保障制度が異なる状態

で人々が自由に住む国を選べるというのなら、デンマークはいろいろな点

で人々にとってもっとも良い条件にあることはよく知られた事実であると

述べ、社会保障制度の整合化をむやみに進めることに対する警戒の念を表

していた*:m

結局、この提案は理事会で全会一致が得られず、委員会が撤回すること

になった。そして、 15年以上を経た1996年の10月1日に、早期退職年金

と失業手当を分けて、二つの提案を出し直すことになった。早期退職年金

の方に関しては、委員会の説明によると、法律による制度と労使の契約に

よるものを両方含めるものであり、修正案では、第1条に、 「前小段落の

規定は、この規則の範囲から早期退職年金に関する契約的な規定を除く効
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果をもたない」との規定が盛り込まれた*芯。

この提案に対して、議会の社会問題および雇用委員会は9月11日に報告

書*:ォ;を出し、 11月28日に本会議での議論*37を行ったQ報告書は一点だ

け修正案を示した。それはフロンティアワーカーに関することで、構成国

間でフロンティアワーカーに関する社会保障の問題を解決するために徐々

に協力を行うという条文を加えることであった。また、説明書きにおいて

は、報告者は、この提案を歓迎すると同時に、この規定が非法定の社会保

障制度の調整に道を開くであろうことや、他のグループ、とりわけ学生お

よび公務員へ調整の拡大の問題を取り組む必要があることを述べていた。

本会議の議論においては、この議題は他の社会政策の問題とともに議論に

付されたのであるが、この間題に関しての発言はほとんどなく、ただ、ヨ

ーロッパ人民党グループ(GroupofEuropePeople'sParty)のメンラツド

(Menrad)が、報告書が公務員や非法定の社会保障制度の調整にまで言及

しているのは行き過ぎであると批判していた。

この早期退職年金に関しても、 1998年の委員会の全面的修正案に組み

込まれることになった。

(b)失業手当の受給期間の延長

理事会規則1408/71は、第67条ないし第70条に、失業手当についての

規定があり、そのうち第69条と第70条では、失業者が他国へ移動する場

合のことを定めている。それらの規定によれば、失業者は、最後に働いて

いた国および求職活動をする国において登録をすることによって、求職活

動をする国においても最長3ケ月間は手当を受け続けられる(第69条)0

その場合、手当の支払いは、求職活動をする国が行うのであるが、失業者

が最後に働いていた国は、求職活動をする国へ支払額を償還する義務があ

る(第70条)のである。

このように、失業者は、 3ケ月の間は他国において失業手当を受けられ

ることが保障されたわけであるが、それは、規則が制定された70年代初
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頭には、失業者は比較的に短期間で次の職を見つけることが可能であった

ので、 3ケ月という期間は適切と考えられたからなのである。しかしなが

ら、掛斉状況の変化によってそれほど簡単に次の職を見つけられる環境で

はなくなってきたので、先に述べたように、 80年になって委員会もその部

分の修正を提案した。しかし、このときは、委員会が-つの提案に、失業

手当の期間の修正とともに、早期退職年金も含んだこともあって、理事会

で採択されず、 90年代の半ばになって再び、委員会は、前述のように期間

の修正と早期退職年金を別個に分けて、修正し直すことになったのであ

る。

さて、それらのうち、失業手当に関する提案*38では、他の国で求職活

動をする者が、どれだけの額の手当をどれだけの期間もらい続ける権利を

持つかは、最後に働いていた国によって決定されるのであるが(第69b条

1項)、最初の段階としては最長3ケ月まで継続する(第69b条2項)とさ

れている。そして、 3ケ月を越えた場合、その期間は、全体として、その

昔が最後に雇用されていたときに、求職活動をしている国の法律によって

規制されていたとしたら得られる期間を越えてはならず(第69b条3項)、

また、もらえる手当の合計金額は、そのような状況でもらえる金額を超え

てはならない。委員会によれば、このように、一定の条件の下で3ケ月を

越えて失業手当を受給し続けられるようにする目的は二つあり、一つは、

失業者によりいっそうの就職の機会を与えることであり、もう一つは、配

偶者が転職したりして他国に住居を移さなければならない失業者を保護す

ることである。そして、全体としての受給額および受給期間に制限を設け

たのは、この権利の濫用を防ぐためである。また、他国での求職活動が成

功せず、もとの国へ戻ってきた者は、その国の法に従って手当を受け続け

ることができるという条文も新規に設けた(第69b条5)。さらに、その他

に、フロンティア・ワーカーに関する問題で、彼(女)らが失業手当をも

らう場合、最後に働いていた国と居住する国、どちらからでももらえるよ

うに新たな規定を挿入した(第71条(1) b))。
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この提案に対して、 97年1月27日に議会の雇用および社会問題委員会が

報告書*:積を提出している.同報告書は、委員会提案を次の点で評価したO

第-に、失業者は求職活動をするために他国に居住する権利には期間の限

定はないのに、失業手当は3ケ月しかもらえないという現行法の矛盾を解

決する点、第二に、 3ケ月で求職活動が成功しなかった者が失業した国に

戻ってこなかったら、過去どれほど長い間働いていたとしてもすべての権

利を失ってしまうという非論理的な結果を改善すること。第三に、配偶者

につきそって他国に移住することが増え、共同体内の人の移動が増えるで

あろうこと、また、このことはそのような状況に立たされやすい、女性の

状況の改善にも役立つであろうことである。しかしながら、次の点では、

問題があるとした。第一に、延長期間の計算のための方法や行政的および

支払いの手続が複雑であること。第二に、国境を越えて訓緒をうける失業

者が手当を受けられない可能性があることである。議会の本会議は2月18

日に議論叫Oを行ったが、この提案に関する反対意見は特に聞かれなかっ

た。

この失業者に関する受給期間の延長に関しても、委員会は、 1998年の

全面的改正案に盛り込んでいるが、一つ異なる点は、この無限定な期間の

規定の仕方は採用されず、重長6ケ月(50条)という期間が提案されている。

(C)補足的な年金

さて、これまでのところみてきた理事会規則1408/71というのは、各

構成国において法律で定められている社会保障制度を対象とするものであ

った。しかしながら、人の自由移動の促進のためには、 EUは、この法定

の社会保障制度を越えた部分まで踏み込んでいかなければならなくなっ

た。具体的にはEUが「補足的な年金」と呼んでいるものが現在議論の対

象となっているので、その間題について考えてみることにする。

「補足的な年金」は何も人の自由移動の促進のみの目的で議論になって

いるわけではない1997年に委員会はグリーン・ペーパー「単一市場にお
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ける補足的な年金*41」を提出しているが、それによると、 EUの構成国

において高齢化が進み、今後公的な年金の財源確保が難しくなるであろう

ことから、現在中心となっている国家的な年金(第-の柱)以外の、すな

わち、雇用に関連した年金制度(第二の柱)や個人が生命保険会社を通じ

て入る年金制度(第三の柱)の役割が大きくなることが予想され、今後大

きくなるであろうこの資金をEUとしてうまく資本市場に組み入れていく

方法を考えようとしていることがうかがえる。つまり、役務の自由移動、

資本の自由移動といった点でも補足的な年金は大いに注目されているので

ある。

人の自由移動との関係でいえば、委員会は1991年の時期に、理事会あ

ての通知、 「補足的な社会保障制度:労働者の社会的な保護の中における

補足的な年金の場所および自由移動に対する影響*42」を出しており、ま

た翌年92年に、 「年金基金の管理および投資の自由に関する指令提案*<13|

を出したところからが議論の出発点となる。この指令は、結局委員会が撤

回したのであるが、その内容は、年金の基金に関して、国境を越えて加入

することを可能とする規定を設けており*44、その意味で自由移動に対し

て大きな意味を持つものであった。この指令提案を撒回した後、 95年に再

び指令提案提出の試みがなされたが、それも委員会において意見がまとま

らず、結局、委員会は96年2月に補足的年金の分野での自由移動への障害

を取り扱った別個の勧告を提出するようにと、人の自由移動に関するハイ

レベルパネルに求めたのである。それをうけて、ハイレベルパネルは前述

の人の自由移動に関する報告書を提出するより前の96年11月に「補足的

年金に関する報告書*A.i」を発表したのである.報告書では、パネルは二

つの点について述べていたo　まず第-に、現在の構成国の状況は、補足的

な年金に関してかなり異なっていることから、法定の社会保障制度のよう

に、整合化、すなわち、期間の合計の規則等がこの分野でもうまく作用す

るとは思えないし、また、補足的な年金の制度は急激な変化の過程にある

ので、共同体が不適切な立法をすることによって、まだこの年金が広まっ
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ていない構成国での発展に悪影響を及ぼす危険性があるということを強調

している。そして、第二には、補足的な年金の規定は契約的な性質を持つ

という点に関することで、構成国の政府が一般的に、最低または最長の掛

け金の支払期間、財政の方法、給付金の額、規則の指標、他国への持ち出

し可能性に関して法定の規則を規定することを慎んでいるのに、共同体レ

ベルで異なるアプローチをとったり労使間の対話の過程に干渉するべきで

はないということである。さらに、パネルは、共同体の基本原則である

「平等の取り扱い」に注目して、二国間を移動するものが、補足的な年金

の権利を失うという結果になってはいけないが、移動をしないものより有

利になるようにするべきではないとの意見を表している。その上で、パネ

ルは、移動を行う労働者への特別の権利の創設を意味する権利の持ち出し

可能性ではなく、 「個人の権利の保持」に関してのアプローチをとるよう

に勧告をしている。

また、委員会の1997年3月の通知「ヨーロッパ連合における社会的な保

護の近代化および改良*4fi」は、社会的な保護の問題を経済的な面からと-

らえて、改良の必要性を訴えているものであるが、そこにおいても、補足

的な年金に関しての規則の必要性が述べられていた。それは、まず、今後

は、労働の性質自体に変化があるであろうこと、すなわち、製造業の職は

減少しつつあり、サービス業で新たな職が生まれつつあるなか、単純な非

熱緒労働から新たなより高度な技術を必要とする職へと移行しつつある。

そのような状況で、人の移動も高度な技術を持った労働者によるものが増

加しつつあり、そのような人々にとっては、社会的な保護における補足的

な体制がとりわけ重要であることを述べている。

このように、補足的な年金に関しての議論が盛り上がる中、 97年10月8

日に、委員会は新たに、 「ヨーロッパ連合内を移動する労働者および自営

業者の補足的な年金の権利の保護に関する理事会指令提案*47」を提出し

た。今回の提案は、以前のように、補足的な年金に関して国境を越えた制

度をつくっていこうという野心的な意図はなく、移動の自由を行使した者



社会文化研究, 25 (1999) 73

が、補足的な年金に関して不利にならないような制度を確保することをね

らったものであった。すなわち、その内容は、第一に、一つの構成国から

他の構成国へと移動する結果としてそれまでの補足的な年金制度への掛け

金の支払いをやめた人に完全な既得権の保障が行われること(第4条)、

第二に、補足的な年金の受給はすべての構成国で行われなくてはならない

こと(第5条)、第三に、他国へ派遣された労働者が出身国の補足的な年

金制度に支払いを続けられるようにすること、そして、その場合、受け入

れ国はそのような支払いを自国の補足的年金への支払いと同様に見なすこ

と(第6条)、第四に、受け入れ国は税金の面でもそのような支払いを自

国の補足的年金への支払いと同様に見なすこと(第7条)、第五に、構成

国は、補足的な年金の管理者が年金の加入者に適切な情報を与えることを

確保すること(第8舞)であったO委員会は、長期の加入期間や、他国で

の受給の可能性といった問題についてはひとまずおいておいて、連合内を

移動する人が、少なくとも不利益を被らないように、権利を保持したまま

でいられるような制度を作ることを目指したのであった。

この提案に対し七、議会の雇用および社会問題委員会は1998年4月20B

に報告書*48を提出したが、そこでは、この指令に関して、次の二点、す

なわち、この指令ができるだけはやく採択され、補足的な年金に関する共

同体法の先例をつくるべきであること、そして、この提案は初めの第一歩

に過ぎないことが認識されるべきであることを述べている。したがって、

委員会の提案に対して実質的な修正は行われていないが、用語の定義をよ

り明確にするための修正の他に、この提案後、さらに措置を進めていくと

いう文章、例えば、 「この指令は労働者の移動性に対する障害を除去する

目的を持った補足的な年金の規制に向けての最初の第一歩であるに過ぎ

ず、必要になれば、理事会は将来、掛け金の支払い期間、既得の年金に関

する権利を国境を越えて持ち出すことの可能性についての法を採択する

(前文)」とU'、う文を伸ナ加える提案を行っているoこの報告書をもとに、

本会議で議論が行われたのは4月29日であり*49、そこでは、委員会のや
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り方に反対の声はあがらなかったが、多くのものが、この提案は初めの第

一歩に過ぎないのであるという点を強調し、決議*50が採択された0

その後、委員会は、 5月27Btこ修正提案*51を提出し、そこには、議会

の議決をうけて、先の前文の文章も盛り込まれたのであるが、 6月29日

に、採択された理事会指令98/49/EC*52では、その文章は削られてい

た。

さて、同指令が理事会で採択される直前の1998年4月には、委員会は、

先のグリーンペーパーに対する反応をまとめている*53　同文書によると、

グリーンペーパーに対して、構成国、経済社会委員会、金融部門、労働組

合および研究者などから合計76の反応が寄せられたとのことであるが、

この委員会指令提案以上の行動をとることの是非に関しての反応は、次の

ようであったという。まず、構成国はこの段階では、これ以上の行動はと

らないで、この指令が採択された後はその実際的な効果の評価等がされる

べきであるという反応である。それに対して、労組の代表と経済社会委員

会は指令提案はかなり範囲が狭いので、自由移動に対する残りの障害、一特

に年金の持ち出しの可能性と長い保険期間に関して、委員会が取り組むよ

うにと促している。年金の基金に関する団体、保険数理士の代表、保険会

社などは意見が分かれており、ある者たちの意見では、問題は国内におい

ての移動の障害にもなっており、その点でも解決策が模索されなわればな

らないということであるし、またある者たちは、権利の持ち出し可能性や

税金の問題は共同体が行動をとるべきであるという見解を示していること

であった。

結局、委員会は、権利の保持の保障は、自由移動に関する補足的年金の

改革の第一歩であるという考えは捨てておらず、 99年5月に出した通知

「補足的な年金のための単一市場に向けて*:a」においては、E今後、国境を

越えた加入、年金を他国へ持ち出すこと、そして年金フォーラムを開くこ

とに関して調査・研究を続けていくことを述べている。
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5　まとめ

75

EECの発足当時から、構成国で社会保障制度が異なることが人の自由

移動を妨げる要因となることは予測されており、そのためEEC条約第51

条が規定された。それを基礎につくられた理事会規則1408/71および

574/72は比較的うま~く働いてきた。しかし、 92年のマーストリヒト条約

発効以降、特にEMUを契機によりいっそうの人の自由移動の確保が求め

られるようになったOそして、その際の障害の-つは社会保障だったので

ある。そこで委員会は1998年には規則1408/71を全面改定する提案を行

ったのであるが、その内容は、それまで個別に進展していた問題の集大成

であった。

まず、人的範囲の拡大に関しては、 EU条約の発効とともに、人の自由

移動が「経漸舌動を行う」人の自由移動から、一般的な人の自由移動へと

変化した事が一つの大きな要因としてあげられる。特に、居住の権利を経

済活動を営んでいない人にも拡大した冒頭にあげた理事会規則90/364、

90/365、 93/96が影響を与えていると思われるが、それらの規則の制定

時と必ずしも全く同じ意図が働いていたとはいえない。すなわち、居住の

権利の三つの規則は、それぞれ、経済活動を行っていない者のうち、学生、

退職者、それ以外の人々の三つのカテゴリーに対応しているのであるが、

退職者は、当初から理事会規則1408/71にカバーされているし、それ以

外の一般の人に関しては、 1992年の委員会提案には含まれていたが、理事

会は規則を採択していない。実際に理事会が規則を採択したのは学生であ

る。このことからも、 ~また、前章における考察の結果からも、この時期に、

1990年代に入ってから、学生の自由移動に、積極的な意義を兄いだすよう

な状況が生まれてきたことがわかる。それは、第一に、産業構造が変化し、

高度な技術を持った労働者の比重が増すこととなり、彼らの移動を促進す

ることが重要となったことである。高度な技術を身につけるためには、高

等教育楼関で学ぶことが必要であるので、その時期からの他の構成国への
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移動を奨励しておくというわけである。そして、第二には、経済状況がそ

れほど良くない現在は、失業者に積極的に職業訓練をうけてもらい、職を

見つけるための技術を身につけてもらうことが必要となるのであるが、そ

の訓練をうけられる機会を自国に限らず他の構成国でも保障して、より就

職のチャンスを増やしてもらおうという意味もある。

学生以外の二つの人々に関する社会保障制度の整合化の動きの背景に

は、それぞれの事情があった。公務員に関しては、本来、理事会は移行

期間を過ぎたら措置を講じなければならなかったのであるが、それを忠

っていたため、裁判所はEU条約第51条の直接適用という形で理事会に法

制定を求めた。それに答えて、理事会は1992年の委員会提案の公務員の

部分だけ採択をした。第三国国民に関しては、共同体の中において人檀

差別や排外主義といった問題が昂揚していたという状況があり、そこに、

ヨーロッパ審議会の判決が委員会の背中を押すこととなったと思われる。

また、第三国といっても共同体および構成国との関係は多様であり、そ

の点での複雑になっていた事務量の簡素化という面もあった。学生およ

び公務員に関しては、理事会指令が成立したのに対して、第三国国民に

関しては、今のところ、委員会提案は採択されていない。合法的に居住

する第三国の国民の権利をどのようにしていくかは、社会保障のに限ら

ず、 EUが直面している問題の一つでもあるので、今後の対応が注目され

るところである。

次に、社会保障の種類の拡大であるが、失業手当の持ち出し期間の近

長および早期退職年金に関しては、上記の学生の第二の理由がこちらに

もあてはまる。すなわち、経済状況がよく失業しても比較的すぐに次の

職が見つかった70年代はじめとは異なり、現在は3ケ月で職を見つけるの

は杜しい。したがって、失業手当の持ち出し可能期間も長くすることが

必要となる。さらに、いくつかの国は、多くはない求職のパイを減らさ

ないために、早期退職年金という制度を導入して、一定の高齢者には労

働市場に戻ってこないような選択肢を用意したのであるが、この新しい
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社会保障も規則1408/71の枠組みに入れていこうというのである。しか

し、問題はそこでとt-まらず、.高齢化少子化の進行によって財源確保が

托しくなる年金に関して、この後は法定のもりだけではなく、民間の刺

度の比重が高まることが予測され、それまでも、 「整合化」を進めていか

なければならないという事態が生まれてきたのである。この間題は、氏

間のものであるので、法定のもののように「整合化」進めることは今の

ところ雑しく、権利の保持の保障といったことだけが理事会規則では定

められたのであるが、委員会は積極的であること、また、資本の自由移

動といった別の面からの圧力もあり、今後一層の整合化が進む事になる

と思われる。

以上の考察から、社会保障の整合化の最近の動きは、ヨーロッパにおけ

る様々な経済状況および社会状況、そして,単一市場の進展という問題に

よって生じてきていることが結論づけられる。
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